
小林市パートナーシップ宣誓制度実施要綱

（趣旨）

第１条 この告示は、市民一人一人の人権が尊重され、多様性を認め

合う社会の実現を目指すことを目的に、小林市あらゆる差別をな

くし人権を尊重する条例（令和元年小林市条例第７号）及び小林市

人権教育・啓発推進方針（令和４年３月策定）に基づき、パートナ

ーシップ宣誓制度の実施について必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。

(１) 性的少数者 性的指向が異性のみでない者又は性自認が出

生時に届けられた性と異なる者をいう。

(２) パートナーシップ 互いを人生のパートナーとし、日常の

生活において相互に協力し合うことを約した、一方又は双方が

性的少数者である２人の者の関係をいう。

(３) 宣誓 パートナーシップにある者同士が、市長に対し、双方

が互いのパートナーであることを宣誓することをいう。

(４) パートナーシップ宣誓制度 自治体が、宣誓した者同士を

婚姻に相当する関係と認め、そのことを証する制度をいう。

（宣誓の対象者の要件）

第３条 宣誓をすることができる者は、次の各号のいずれにも該当

するものとする。

(１) 成年に達していること。

(２) 宣誓をしようとする者のいずれかが市に住所を有し、又は

市への転入を予定していること。

(３) 配偶者（婚姻の届出はしていないが事実上婚姻関係と同様



の事情にある者を含む。）がいないこと。

(４) 宣誓をしようとする相手以外の者と宣誓をしていないこと。

(５) 宣誓をしようとする者同士が民法（明治29年法律第89号）第

734条及び第735条の規定により婚姻をすることができないとさ

れている者同士の関係にないこと。ただし、パートナーシップに

基づく養子縁組を結んでいる者同士である場合は、この限りで

ない。

（宣誓の方法）

第４条 宣誓をしようとする者（以下「宣誓者」という。）は、小林

市パートナーシップ宣誓書（様式第１号。以下「宣誓書」という。）

に必要な事項をそれぞれ記入し、次に掲げる書類を添えて市長に

提出し、宣誓するものとする。この場合において、当該宣誓者の一

方又は双方が自ら宣誓書に記入することができないと市長が認め

るときは、これを代筆させることができる。

(１) 住民票の写し又は住民票記載事項証明書

(２) 現に婚姻をしていないことを証明する書類

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

２ 前項の規定により宣誓を行った宣誓者が現に市内に住所を有し

ない場合は、宣誓後１月以内に、市に転入後の住民票の写し又は住

民票記載事項証明書を市長に提出するものとする。

３ 宣誓者が宣誓書を提出する場合は、当該宣誓者本人であること

を明らかにするために、次に掲げる書類のいずれかを提示するも

のとする。

(１) 個人番号カード、旅券、運転免許証その他官公署が発行した

免許証、許可書、資格証明書等であって、本人の顔写真が貼付さ

れたもの

(２) 前号に掲げるもののほか、市長が適当と認める書類



（通称名の使用）

第５条 宣誓者は、市長が特に必要があると認める場合は、宣誓書に

おいて通称名（戸籍に記載されている氏名以外の呼称であって、社

会生活上日常的に使用しているものをいう。以下同じ。）を使用す

ることができる。

（受領証の交付）

第６条 市長は、第４条第１項の規定により宣誓者が宣誓した場合

において、第３条に規定する要件を満たしていると認めるときは、

当該宣誓者に対し、小林市パートナーシップ宣誓書受領証（様式第

２号。以下「受領証」という。）及び宣誓書の写しを交付するもの

とする。ただし、市内に住所を有していない宣誓者が宣誓した場合

においては、第４条第２項に定める書類の提出を受けた後に受領

証及び宣誓書の写しを交付するものとする。

２ 宣誓者が前条の規定により通称名を使用したときは、戸籍に記

載されている氏名（外国人等の場合には、これに準ずるもの）を受

領証の裏面に記載するものとする。

（受領証の再交付）

第７条 宣誓者が、受領証の紛失、毀損、汚損その他の事情により再

交付が必要な場合は、小林市パートナーシップ宣誓書受領証再交

付申請書（様式第３号。以下「再交付申請書」という。）を市長に

提出し、受領証の再交付を申請することができる。

２ 市長は、前項の規定により再交付申請書の提出を受けたときは、

受領証を再交付するものとする。

（受領証の返還）

第８条 宣誓者は、次の各号のいずれかに該当するときは、小林市パ

ートナーシップ宣誓書受領証返還届（様式第４号）に交付を受けた

受領証を添えて、市長に届け出なければならない。



(１) 当事者双方の意思によりパートナーシップが解消された場

合

(２) 新たに婚姻やパートナーシップの宣誓をする場合

(３) 双方が市外に転出した場合（次条第１項の規定により他の

自治体に転出した場合であって、継続してパートナーシップ宣

誓制度及びそれに類する制度を利用しようとするときを除く。）

（他の地方自治体との連携協定）

第９条 宣誓者は、市とパートナーシップ宣誓制度に関する連携協

定を締結している自治体（以下「連携自治体」という。）へ転出す

る場合であって、継続してパートナーシップ宣誓制度及びそれに

類する制度を利用しようとするときは、パートナーシップ宣誓情

報引継ぎ申出書（様式第５号。以下「引継ぎ申出書」という。）を

提出し、市長にその旨を申し出ることができる。

２ 市長は、前項の規定により宣誓者から引継ぎ申出書が提出され

たときは、速やかにその写しを、宣誓者の転出先である連携自治体

の長に送付するものとする。

３ 市長は、宣誓者が第１項の規定により引継ぎ申出書を提出した

ときは、前条の規定にかかわらず、受領証が返還されたものとみな

す。

４ 市長は、連携自治体の長から、市へ転入した者に係る宣誓情報

（当該自治体におけるパートナーシップ宣誓制度及びそれに類す

る制度の利用に関する情報をいう。）の引継ぎがあった場合は、当

該市へ転入した者が宣誓したものとみなす。

５ 市長は、前項の宣誓したものとみなされた者が住民票の写し又

は住民票記載事項証明書を提出した場合は、その者に受領証を交

付するものとする。

（市民及び事業者への周知）



第10条 市長は、市民及び事業者がこの告示の規定に基づいて行わ

れたパートナーシップ宣誓制度の趣旨を理解し、その社会活動の

中で最大限に尊重され公平かつ適切な対応を行うよう周知啓発に

努めるものとする。

(その他)

第11条 この告示に定めるもののほか、パートナーシップ宣誓制度

の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この告示は、公表の日から施行する。



様式第１号（第４条、第５条、第６条関係）

小林市パートナーシップ宣誓書

小林市長 様

私たちは、小林市パートナーシップ宣誓制度実施要綱に基づき、互いを

その人生のパートナーとすることを宣誓します。

宣誓年月日 年 月 日

※ 宣誓者の欄は自署してください。やむを得ない場合は代筆が可能ですが、下段に代筆者

の住所、氏名を御記入ください。なお、この宣誓は、婚姻とは異なり法律上の効果が生じる

ものではありません。

【宣誓者】

ふりがな

氏名又は通称名

（生年月日：

通称名の場合

戸籍上の氏名

住 所

【代筆者】

ふりがな

氏 名

住 所

【宣誓者】

ふりがな

氏名又は通称名

（生年月日：

通称名の場合

戸籍上の氏名

住 所

【代筆者】

ふりがな

氏 名

住 所

年 月 日） 年 月 日）



※ 利用できる行政サービスの担当課から、宣誓の有無について問い合わせがあった場合は、情報
提供をさせていただく場合がありますのでご了承ください。

【本人確認欄】

（裏面）

パートナーシップ宣誓に当たっての確認書

私たちは、小林市パートナーシップ宣誓制度実施要綱に基づくパートナーシップの宣誓をするに当

たり、次の表の確認事項欄の記載内容を確認しました。また、同要綱の規定を遵守いたします。

年 月 日

氏 名 氏 名

連絡先電話番号 （ ） 連絡先電話番号 （ ）

要綱の規定 確 認 事 項

第２条第２号 （関係性）

一方又は双方が性的少数者であり、互いを

人生のパートナーとして、日常の生活にお

いて、相互に協力し合うことを約束した関

係である。

□左記に該当します。 □左記に該当しません。

第３条第１号 （成年であること）

宣誓当日において、双方が成年に達してい

ること。
□左記に該当します。 □左記に該当しません。

第３条第２号 (市内居住・転入予定であること)

下記のいずれかに該当すること。

①どちらか一方が小林市に住所を有してい

ること。
□左記に該当します。

該当者（ ）

□左記に該当しません。

②双方とも又はどちらか一方が小林市への

転入を予定していること。
□左記に該当します。

該当者名（ ）

転入予定日 （ 年 月 日）

該当者名（ ）

転入予定日 （ 年 月 日）

第３条第３号 （独身であること）

双方に配偶者がいないこと（事実婚含む。）。
□左記に該当します。 □左記に該当しません。

第３条第４号 （他に宣誓をしていないこと）

宣誓者以外の者とパートナーシップの関係

（他都市の同性パートナーシップ制度等を

含む。）にないこと。

□左記に該当します。 □左記に該当しません。

第３条第５号 （近親者等でないこと）

双方が民法第 734 条および第 735 条の規定

により婚姻をすることができないとされて

いる者同士の関係でないこと。

□左記に該当します。 □左記に該当しません。

本人確認書類 ※宣誓者

□個人番号カード □旅券 □運転免許証

□その他（ ）



様式第２号（第６条、第７条、第８条、第９条関係）

（表面）

（裏面）

備考

１ 寸法は、縦約５５ミリメートル、横約９１ミリメートル

２ 特記事項欄には、再交付をした場合の交付年月日等を記載する。

第 号

小林市パートナーシップ宣誓書受領証

本人 パートナー

様 様

（ 年 月 日生） （ 年 月 日生）

小林市パートナーシップ宣誓制度実施要綱に基づき、パートナーシッ

プの宣誓をされたことを証します。

年 月 日

小林市長 印

小林市は、市民一人一人の人権が尊重され、明るく住みよいまちづく

りを推進しています。

この受領証の提示を受けた方は、この趣旨を十分御理解くださいます

ようお願いします。

戸籍上の氏名（通称を使用している場合）

本人 パートナー

様 様

（ 年 月 日生） （ 年 月 日生）

特記事項



様式第３号（第７条関係）

小林市パートナーシップ宣誓書受領証再交付申請書

年 月 日付けで交付されましたパートナーシップ宣誓

書受領証の再交付を受けたいので、小林市パートナーシップ宣誓制度実

施要綱第７条の規定により申請します。

【再交付を希望する理由（いずれかに○をしてください。）】

(１) 紛失

(２) 毀損又は汚損

(３) その他

年 月 日

※ 宣誓者の欄は自署してください。やむを得ない場合は代筆が可能ですが、下段に代筆者

の住所、氏名を御記入ください。なお、この宣誓は、婚姻とは異なり法律上の効果が生じる

ものではありません。

【宣誓者】

ふりがな

氏名又は通称名

（生年月日：

通称名の場合

戸籍上の氏名

住 所

【代筆者】

ふりがな

氏 名

住 所

【宣誓者】

ふりがな

氏名又は通称名

（生年月日：

通称名の場合

戸籍上の氏名

住 所

【代筆者】

ふりがな

氏 名

住 所

年 月 日） 年 月 日）



様式第４号（第８条関係）

小林市パートナーシップ宣誓書受領証返還届

小林市パートナーシップ宣誓制度実施要綱第８条の規定により、受領証を返還しま

す。

なお、紛失により返還できない場合は、発見次第返還します。

【返還の理由（いずれかに○をしてください。）】

(１) パートナーシップの解消

(２) 新たな婚姻又はパートナーシップの宣誓

(３) 双方が小林市から転出

年 月 日

※ 宣誓者の欄は自署してください。やむを得ない場合は代筆が可能ですが、下段に代筆者

の住所、氏名を御記入ください。なお、この宣誓は、婚姻とは異なり法律上の効果が生じる

ものではありません。

【宣誓者】

ふりがな

氏名又は通称名

（生年月日：

通称名の場合

戸籍上の氏名

住 所

【代筆者】

ふりがな

氏 名

住 所

【宣誓者】

ふりがな

氏名又は通称名

（生年月日：

通称名の場合

戸籍上の氏名

住 所

【代筆者】

ふりがな

氏 名

住 所

年 月 日） 年 月 日）



様式第５号（第９条関係）

小林市パートナーシップ宣誓情報引継ぎ申出書

小林市パートナーシップ宣誓制度実施要綱第９条の規定により、転出先自治体への

宣誓情報の引継ぎを申し出ます。

また、本申出書（写し）を、転出先自治体に提供することに同意します。

年 月 日

【宣誓者】 【宣誓者】

ふりがな ふりがな

氏名又は通称名 氏名又は通称名

（生年月日： 年 月 日） （生年月日： 年 月 日）

通称名の場合 通称名の場合

戸籍上の氏名 戸籍上の氏名

現 住 所 現 住 所

転出先住所 転出先住所

転入予定日 年 月 日 転入予定日 年 月 日

【代筆者】 【代筆者】

ふりがな ふりがな

氏 名 氏 名

住 所 住 所

※ 宣誓者の欄は自署してください。やむを得ない場合は代筆が可能ですが、下段に代筆者

の住所、氏名を御記入ください。なお、この宣誓は、婚姻とは異なり法律上の効果が生じる

ものではありません。


